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3. 中小企業と情報問題
では，次に，プライトナーの「中小企業と情報問題」論（〔1釘）18)について見ていこ
う。
周知のように，現在は国際的に見ても“高度情報化時代”と言われているように，情報
の進展は目覚ましく，中小企業のそれへの対応は存続•発展のために不可欠となってきて
いる。当問題に関して， 1986年度スイス国際中小企業学会においてもメインテーマとして
一早く取り上げられ，ホットで建設的なディスカッションが持｝これたことは，いまだわれ
われの記憶に新しい（〔6〕)。
ちなみに，本年度 (1990年）スイス国際中小学会の統一テーマは， "The Small and 
Medium-sized Enterprises in the light of internationalization, computization 
and qualification" であった。“情報化の進展• (computization)'は， “一部門”から
“全体”のファクターヘと一層重要度を増してきていると言えよう。
当学会の主催者であり，テーマ設定者であるプライトナーが多大の関心を寄せており，
本論をつうじて彼自身の見解を展開していることもまた当然のこととも言えようが，真に
興味深いものである。
(1) 企業の“活動サークル”における情報問題
まず，プライトナーは，大企業と中小企業とを問わず，企業における“サイバネティッ
クサークル”の内容を簡潔に図示し（図3-(1)・1),知識の利用という槻点から見ると，
企業活動は“データ• (data) の収集をともなって開始されると論じている。彼は，この
“資料• (material)は， ことに中小企業の立場から見ると，偶然かつでたらめなもので
あり，このようなでたらめで熟考されていないようなデーター「先入槻・偏見，一時的・
当座，不完全，不正でさえありうる」（〔お〕 p. 442.)資料を用いるならば，われわれは容
易に不適切な決定に陥ってしまうだろう，と厳しく問題指摘している。
18)本論は， 関西大学経済・政治研究所， 情報産業研究班の公開研究会 (1989年5月20
日）で報告されるために用意されたペーパーなどを，帰国後，論文化され， さらに，
"EUROPEAN MANAGEMENT JOURNAL", Vol. 7, No. 4, December 1989 
(pp. 442~450)に掲載されている〔15〕。
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彼は，直観ということを否定してはいないが．往々にして， 中小企業家は，“直観的経
営• (intuitive・management)に依存してしまう場合が多いということを問題指摘して
いる。
後に見ていくように，彼もまた，末加工のデータ・資料とそれを的確に知誠判断・加工
された“情報• (information) とを本質的に区分して，企業経営．ことに中小企業にと
って適切な情報，したがって，それを判断・加工する能力を備えることがいかに必要であ
るかということを強調指摘して論じているのである。
すなわち．プライトナーは，情報とは． 「デー タが体系・組織化され， ューザーのため
に意味内容・正確性を有した，つまり補完・調整」（〔1釘 p.442.) されうる， いや，さ
れねばならないことによってこそ情報たりうるのであると強調，主張しているのである。
彼は，“データ”と “情報” との間における固定化された境界は存在しないとしても，
両者との間には主たる区分はあると論じ，その識別は“資料”の加工に依存するのである
ということを重ねて強調指摘している。
そして，あるユーザーにとってのデータは，他者にとって情報たりうるであろうか？
企業家が，“データ”と“情報”をしばしば区分しないということは驚くには当たらない
とも述べている。
そこで，彼は．われわれの研究成果19)をつうじて，情報を以下のように定義している。
図3-(1)・1 企業におけるサイバネティックサークル
体系化され
ていない
統計・数字・
言葉・ヒント
内容・技術 選択肢の
比較・選好・
H標設定
? ???
??
?．?
― ェ
??• ???． ．???
出所）〔15Jp. 443, Figure 1. 
19)すでに述べたように，プライトナーもスイス国際中小企業学会における情報問題に関
する見解の一致を重視して強調している。文献〔17〕にやや詳しく論じている。
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「情報とは， 目的に事実役立つところの体系・組織化された意味内容を有する声明・陳
述である。つまり，情報とは使用しうるために目的志向化された知識である」
(〔1釘 p.442.)。
このように見てくると，企業における情報の目的が“決定”のための堅固な基礎づくり
にあるということは，明白な事実であると言えよう。
ここに，いわゆる“決定”の部分内容には，戦略的な日常の手順様式・長期的志向，機
能・操作などが含まれるのである。
プライトナー は， ことに中小企業にとって戦略的活動が重要性を帯びてくればくるほ
ど，情報レベルでのインパクトもまたそれだけ大きくなってきているということを強調指
摘している。
彼は，「企業におけるサイバネティックサークル」（図3ー (1)・1) において見てきたよ
うに，“決定”は，選択肢の比較・選好， そして，適切な目標設定を含有するということ
を再び強調指摘し， それは，“活動”へと導くと論じている。その活動内容として，計画
（施策）・体系化（前提条件）．．遂行（具体化）・管理（段階）などが挙げられており， そ
して，ここからもたらされる活動成果は“成功”的か，場合によっては“失敗”に陥ると
論じている。
このような企業活動は，全行程・サークルの中で，データあるいは情報を再三フィード
バックさせることが必要であり，この体系は情報管理に関する中心的役割であると主張し
ている。
プライトナーは，情報現象は内容的側面と技術的側面を有しているとして，＇その機能範
囲を簡潔に図示し（図3ー (2)・1),概説している。
,(2) 内容的側面
;： 1)内部情報
まず，中小企業においては，情報を十分に利用可能ならしめるよう具体化する才能・手
腕は，全く中小企業家自身に依存すると言えよう。
そこで，彼は，情報に対する中小企業家の姿勢として“バイタリティ”を重視してい
る。情報に対する中小企業家の“心理的側面”を決してネグレクトしてはいけないという
ことである。そして，情報問題に対する企業家の姿勢の他の重要な機能的要因として，企
業家の“ノウハウ”と“熟練”が挙げられている。
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図3-(2)・1 内部情報・資料の機能範囲
出所）〔1釘 p.443, Figure 2. 
彼は，中小企業家は専門家たるべきであらねばならないのに， しばしば彼らは特定・専
門的な資格を備えていない，さらに，中小企業家の“知的パターン”を標準化することは
非常に困難であると．鋭く問題指摘している。
彼は，このような企業家たちに，情報の必要性に対する一層の意識を高揚させ，納得さ
せるためには，標準的な情報事項のセットは通用しない，彼らに“情報不足や欠陥情報”
を認識させ，“情報の必要性” を実現させるような， より一層の個別的なアプローチが必
要であると主張している。
プライトナーは，中小企業家の情報に対する関心などを，彼の研究所が精力的かつ綿密
に実態調査してきていることを紹介している。
その一つ。 "ex-ex-groups"20>という企業家グループは， 1年に5~6回，終日，定期
的に彼らの抱えている問題についてディスカッションし，意見を交換し， トレーニングさ
20) "ex-ex-groups"="exchange of experience-groups"の略で，中小企業家たちが，
それぞれの“経験• (experience) を相互に“交換• (exchange)し，彼らの今後の
経営に役立てようとする積極的姿勢が伺われる。日本において，最近，積極化されて
きた異業種交流・融合化などのステップと比較してみると，その第一段階に当たるも
のである。また，プライトナーの研究所は，いわば，その“カタライザー”的役割を
果しているものとみなしうる。
このようにして，プライトナーが，「本研究所は，直接，中小企業を支援している」
と自負・強調するのも，この一例から理解しうる。
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れるとのことである。そこで取り上げられている問題のチェックリストなどが挙げられて
いるので，以下に若干見ておこう。
1 情報の必要性に対する決定を明確にしているか？
2 その情報を提供すべき人を明確にしているか？
3 個々の従業者たちの課業達成が遅れたり不十分であるという理由。
a)情報の不完全性， b)有効に利用できない情報， c)付加的情報の獲得方法
(〔1釘 p.444.)。
プライトナーは，これらの実態調査研究などをつうじて，中小企業における情報分野で
の典型的な弱点として，以下の問題点を挙げている。 1情報不足， 2不良，ことに反対情
表3-(2)・1 カナダにおける中小企業のコンピュータ適用分野
従業者規模別企業 利::t用'/経ヒ゜験ュ年ー数タ
人1 人1 人
年年 全体
20~49 50~99 00~250 0~4 5~30 
勘
彩 彩 彩 彩 彩 彩
受 取 定 84 84 88 83 88 86 
支 払 勘 定 76 78 86 77 85 81 
財 務 諸 表 77 75 83 76 82 79 
勘 定 作 成 67 67 80 63 81 73 
給料支払 名 簿 64 73 74 71 71 71 
売 上 分 析 66 65 73 60 76 69 
明 細 目 録 50 50 47 48 63 56 
受 注 処 理 40 41 57 41 53 47 
原 価 ムコ 計 38 38 51 33 52 43 
予 算 編 成 32 29 42 28 41 35 
購 買 28 24 40 28 35 32 
予 測 22 26 42 22 40 31 
生 産 管 理 22 29 35 26 34 30 
生産スケジュール 10 15 23 13 21 17 
ワードプロセッシング 18 11 18 13 18 16 
職 員 ． 人 事 10 16 18 12 17 15 
その他（ほとんど生産関係） 7 4 6 5 6 6 
資料： Raymond, L.,'An Empirical Study of Management Information Systems 
Sophistication in Small Business', "JOURNAL OF SMALL BUSINESS 
AND ENTREPRENEURSli圧',Nr. 1/1987, p. 38 f. 
出所）〔応〕 p. 445, Table 1. 
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表3-(2)・2 オーストリアにおける中小企業の EDP適用範囲
適用範囲 1984 1981/82 1982 I 自ミ身ュ19のグ8調3ラ査ー
サンプル数 210 I 2ss 11.110 1 276 
財務会計
彩 彩 96 彩
75 66 61 
受取勘定 90 
支払勘定 87 
財務会計 84 
給料支払業務 I 65 I 35 I 75 I 42 
送 状 57 59 
モニタリング（見積り・照会・情報収集など） 10 
送状／モニタリング 50 
顧客の識別と管理 52 
顧客ファイル管理 50 
マーケティング／配給 59 
意思決定に関する会計計算 50 
原価計算／計算 34 
原価計算 61 
購買・物品明細書 49 65 
物品明細書 52 
会計・物品明細書 32 
発 注 39 18 
統 計 44 
統計・比率 55 
オーダープログレッシング／製造 46 
オーダープログレッシング 29 
、生産管理 19 
プロジェクトプランニングと管理 10 
プロジェクトコントロール 5 
プロジェクトコントロール：コントロール， ， 
フロー
ワード・プロセッシング I 31 I 17 I 17 I 50 
注） EDP一ElectronicData Processing System (電子デー タ処理組織）。
資料： Mugler, J.,'The Contribution of EDP towards Handling Information in 
SME's', Paper for "RENCONTRES DE ST-GALL", St. Gallen 1986. 
出所）〔1釘 p.445, Table 2. = 〔1釘p.58. Table 5. 
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図3-(2)・2 スイスにおけるコンピュータの適用分野
会計年度末決算勘定
発注・請求甚作成
職員・給与支払
原価計窮
見積り．
購買・経涵戦略計算
販売計画および統計
技術および科学的適用
CAD・CAM・. CAQ 
デスクにおけるコンピュータ操作
生産計画および配骰
（％） 
0 10 20 30 40 50 60 70 80 
資料： Luthi, A., Schaller, T., Schweizer V., "INFORMATIK-EINSATZ IN 
SCHWEIZER BETRIEBEN 1988", Fribourg 1989. 
出所）〔1釘 p.446, Figure 4. 
報のフロー. 3製造部門と管理部門との間における不適切情報のフロー， 4目標とその具
体化に関する低レベルの不十分情報， 5不適切な情報チャンネル（〔1釘 p.444.)。
彼は，実際，中小企業家の中には，「彼らが“金儲け・ (earnmoney) している製品や
品目，はたまた，その価格が所要経費をカバーしていないということなどもしばしば認識
していない」と問題指摘している。「企業にとって， キャッシュは生命であるということ
の外に，“利澗は糧である" (profits are food but cash is breath) ということを知覚
しているのだけれども」．と比喩的に述べ，そして，「中小企業の中には，財務管理・資金
繰り計画と同様に，製品に対する会計組織をもしばしば有していない」（〔1釘 p.444.) 
ということを，鋭く問題指摘している。
• そこで，彼は，さらに，このような問題に関するカナダの実態調査研究に依拠して，彼
の分析を進めている。
カナダにおける関連の実態調査研究は， たとえば， 中小企業のリーダーたちが通常，
“月決めのキャッシュフロー計画”を有しているかという問題などに関する調査研究であ
り，この調査研究によれば，正規のベースに則ってこのような計画が行われていないとい
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う回答が59彩もあったということが，まず注目される（〔氾〕 42~43ペー ジ）。
彼は，中小企業においては，特に会計•財務分野での情報不足・欠陥が見られていると
いうことを問題指摘するとともに，この分野こそ現代情報技術を用いることによって情報
成果が最も得られる分野でもあるということを，カナダ・オーストリア・スイスなどの調
査研究に依拠して，強調している（表 3ー (2)・1,表3ー(2)・2,図 3ー (2)・2)。これらの
図表などをつうじて見ても，中小企業における情報化への対応状況・コンピュータの適用
状況21)などが如実にうかがわれて興味深い。
なお，日本の場合については，文献〔20〕でやや詳しく取り上げて論じている。
21)参考までに日本における中小企業の情報化への対応・コンピュータの適用状況（大企
業との比較関連において）を挙げておこう〔20〕。
付図3-1 業務別コンピュータ利用状況（コンピュータ導入製造業）
□ コンビュータ利用率（中小企業）
（％） 固コンピュータ利用率（大企業）
100 一将来コンビュータを利用したい業務（中小企業）
90 ーー一将米コンピュータを利用したい業務（大企業） 84.1 88.2 
80 
70676~ ゜.478~ .881.9 
70 
54.1 6nJ 3忍‘
66.7 
60 ” 59.0~61.5 50 45.9 川， 5I.7 "- SO.I 
40 隊31. 34. 7 3 
30 
0 22.3, 1,.1,;: 5.4 
製 T 柏 原原の製管）I反配劇管販の市の製 財人給
送客理売作場分品 務事与品 呆厄 t'( {tli 材fI: 品理．売
の管符管料人れ．符
設理理理、，；管Mi
竹情計成動析の会管計
；翡理 理理報画向企 li・ 理算
社←国譴l"J)----t-(業務部l"J)------1(企画・調査脊~f~)~(総務・経理部門）i
注） 1. 棒グラフは現在行っている各業務においてコンピュータを利用している企業の
割合を示す。
2. 折れ線グラフは現在行っている各業務において現在はコンピュータを利用して
いないが，将来はコンピュータを利用したいとする企業の割合を示す。
資料：中小企業庁「製造業技術活動実態調査」 61年2月
出所）『中小企業白書』 (1986年版）， 198ページの第4-1-2図。
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業務別コンピュータ利用状況
（コンヒ°ュー タ導入卸売業・小売業）
〈小売業〉 ． 
51.3 
59.7 
沿¥
付図3-2
〈卸売業〉
44.4 
75.1 
92.8 
85.2 
79.2 
口コンピュー タ利用率（中小企業）
昌コンピュー タ利用率（大企業）
将ー来コンピュー タを利用
したい業務 （中小企業）
--—将来コンピュータを利用
したい業務 （大企業）
55.1 
?
?
（????）ー（???????）
?
? ? ）
?
? ????????? ??? ? ? ??.T|
（業務部門）ー——ー一（企画・調査部門）「（暉
E)1?8己
(%)100 
資料：中小企業庁「流通構造調査」 61年2月
出所）付図3-1に同じく， 199ページの第4-1-3図。
50 50' 
? ?
??
付図3-3 コンピュータを利用している業務
?
???
?? ???????ー????
?????????
????
?
??? ?? ??? ー ー??
??
?
????? ???
，??? ??????????
??????
???，?
?
???
?
ヽ~? ? ? ? ?? ? ?
注）複魯回答のため 合計は100を超える。
資： .!J企業事業団『企業の情報化に関する実態調査（速報）』 1988年12月
出所）『中小企業白書』 (1989年版）， 73ページの第2-1-13図。
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2)外部情報
次に，プライトナーは，中小企業をめぐる外部情報の問題に関して分析と論を進めてい
る。
まず，彼は，中小企業は彼らの販売・顧客市場に関して驚くべきほど劣悪な情報しか有
していない場合がしばしば見受けられるということを問題指摘することから始めている。
中小企業は顧客に密接にコンタクトを持ち，顧客のニーズを的確に把握しなければならな
いのに，その実体は，偏った情報を信頼したりして経営上で困難に陥っている場合が往々
に見受けられるということは，かつて発表された彼自身の精力的な研究成果（〔21〕）四）を
つうじても問題指摘されうるところである。
さらに，彼は，特に最近のカナダにおける情報とマーケティング関係の調査研究（〔18〕）
に依拠して，いかに中小企業の情報に関する意識が高くないかという現状を挙げている。
付図3-4 情報機器の導入状況?
? ?
86.3 
匡中小企業
仁コ大企業
17.6 
゜パン牙ピ汎 I C Iピフユ用タソユイ 1コ
ナ l スタン
ルタコ ビ D 
コンユ
注）複数回答のため合計は100を超える。
資料：励中小企業調査会「経営戦略実態調査」元年12月
出所）『中小企業白書』 (1990年版）， 226ページの第3-1-5図。
?ァ????
?
22)プライトナーの学位論文であり， それは家具市場に関するものである。—-Hans J. 
Pleitner. "BEDARF UND BEDARFSSTRUKTURWANDEL AM BE/SPIEL 
DER GUTERGRUPPE MOBEL", No. 6, der Schriftenreihe des Schweizerisch-
en Instituts fir gewerbliche Wirtschaft, Berlin/Munich/St. Gall, 1972, 
p. 259. (〔幻〕 sis). 
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なお，このカナダの調査研究に関しては，すでに筆者が注目して取り上げ，紹介してい
るので（〔18)),それによってプライトナーの論を若干補足しておくことにする。
マーケットリサーチ
(1) インクビューの78回答，つまり99彩までが，何らかの正式の形態でもってマーケッ
トリサーチを行っていないということを示している。ただ， 1企業の回答だけが，大学の
中小企業コンサルティングサービスによってマーケットリサーチを行っていたということ
を示している。
(2) 62の回答 (78彩）が，インフォーマルに情報を入手していることを示している。若
干の回答の簡単な要約は，以下のとおりである。
R 「自分が関心を持っている製品やナービスに対する感情を， 友人や関係者に尋ね
る」（聞き取り）
⑥ 「何年間かこの事業ラインで会社のために尽して来たのだから， 自分がしているこ
とを知っている」（経験）
c 「自分の家族が，故国でこの種のビジネスにたずさわって来た」（家族の経験）
R 「ヨーロッパに滞在していた時，このビジネスアイデアを得た」（海外見聞・経験）
R 「人々 が， これは良い土地だと言ってくれ， 自分もそれを信じた」（人の意見・立
地条件）
① 「自由市場で，ある製品を販売することからアイデアを得た」（販売経験）
R 「少数の購買先に電話し， 銀行のマネジャーと話し合った」（人• 取引先き， およ
び銀行の意見）
R 「自分の会社と似ているような事業を行っている人々に話し， 彼らからわずかの
“情報• (tips)を得た」（類似企業・同業者からの情報）
以上，カオの簡単な要約ー一それはまた，中小企業のオーナー・マネジャーたちの生の声
でもあるが一をつうじて，彼らの当該問題に対する意思決定ないし処理方法などが，“経
験”かあるいは“関係者からの意見聴取”に頼っているということが，如実に伺われる。
このような，いわば中小企業一般における“経営態度”は，現今のような中小企業をめ
ぐる環境， ことに構造的変化厳しい折柄， 時には“安易”であり，“前近代的”かつ“非
科学的”でさえある。それであるからこそ，中小企業における本質的な問題をも惹起じて
いるということの証左である。この意味においても，カオの調査研究と彼が問題指摘する
ところなどを高く評価しうるであろう。（〔1釘 41~42ペー ジ）。
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表3-(2)・3 中小企業のオーナー・マネジャーが正式の
マーケットリサーチを行わなかった理由
理 由 屑誌醗1回答率（彩）
0金銭がかかりすぎる 68 86 
0必要だと考えたことがない 72 91 
0そのノウハウを知らない 32 40 
0役に立たない 17 22 
0否定的な反応への心配 19 24 
0情報の有益性（統計情報のような）への無知 33 42 
oトラプルが多すぎて，努力の甲斐なし 31 39 
0質問表の調査は非常に低い回答しか持っていない 55 70 
0マーケットリサーチは特定のビジネスと無関係である 47 59 
0時間がかかりすぎる 67 85 
資料： Kao, R.,'Smalt Busi加ssesOwner-Managers'Decision Making Be加成our',
Paper for "RENCONTRES DE ST-GALL", St. Gallen 1986. 
出所）〔1釘 p.446, Table 3. = 〔18〕位ページの表ー4。
さて，プライトナーは，「真に価値ある情報は，今後一層必要になってくる一たとえば，
1992年のEC統合などの趨勢を見ても一という事実にも拘らず， かなり数多くの中小企
業は，いまだそれに対する認識不足か，無関心でさえいるように思える」（〔お〕 p. 446.) 
と鋭く問題指摘するとともに，このような情報不足や欠陥などのギャップを補足しうると
ころの，現に，ワイドに普及化されてきているコンピュータの積極的な導入と利用化をリ
コメンドしている。
一方，彼は，少数のエキスパートたちは，すでに，コンピュータによって統合された経
営情報システムを夢見ており，このアイデアにはエキサイトさせられるが，このような遥
かに拡大化された構想・概念にはまた，もろもろの規制・拘束なども横たわっており，実
現は困難であろうと，彼自身は慎重な見解を表明している。その主たる理由として，ここ
に， われわれの問題対象になっているような中小企業は，非常に個別的特徴が強く，「中
小企業においては，必要とされる情報の一般共通的プロフィル・パターンは存在しない」
（〔応〕 p. 446.), つまり，中小企業に対しては「“別あつらえ• (tailor-made)の情報
でもってアプロー チされる・ベきである」（〔W〕100ページ）という， スイス国際中小企業
学会での一致した見解が，重ねて強調されるところとなっている。そして，このような，
情報問題は，技術的側面へと導かれると述べ，論がさらに展開されているのである。
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(3) 技術的側面
まず．プライトナーは，中小企業が情報問題に直面して，いかに技術的に対応しうるか
ということを，以下の事項別に論じている。スイスをはじめ，西欧諸国の情報発達の現況
なども如実にうかがわれ，日本の場合と比較してみても，真に興味深いものである。
1)情報の調達・獲得， 2)情報の選択. 3)情報の処理， 4)情報の解釈・評価
（〔お〕 p. 446.)。
1)情報の調達
プライトナーは，他のユーザーと同様に，中小企業も最新式の電子メディアをつうじた
スクリーンーディスプレイとか，一方，文書または口述（ロコミ）といったような伝統的
な形態などの情報チャンネルをつうじて情報を獲得しうるということから論じ始めてい
る。
最近のスイスの傾向としては， “ビデオテックスシステム”が期待され， 要求されてい
るとのことである。それは，相互通信をともなった実質的“テレテクスト”である。スイ
スの場合， ドイツ（西側）と同様に， PTT(郵便・電信・電話公共事業体）によって，
また，特に印刷業のような通信産業においては，極めて少数の中小企業によって，大規模
投資が行われていることなどが紹介されている。
ところで，スイスにおいて実用化されている他の技術的施設などについては，図表でも
って挙げられている（図3一(3)・1, 3ー (3)・2, 3ー (3)・3)。
彼は， スイスにおいては， 国営のテレビ局とラジオ局が言語圏にしたがって 3局ある
ということ， さらに，地方レベルではなく，大都市では， ケーブルテレビをも有して
いるが， これらのメディアは， 中小企業の利用化には限界があるということも述べてい
る。
しかしながら，一方，主として広告に関してではあるが，中小企業によってかなり利用
されている私的・民間の地方ラジオステーションも非常に成功的に活動しているというこ
とも述べている。
このように，スイスにおけるメディアの現況を簡潔に紹介して論じた後，彼は，本題の
情報獲得に関する問題に入っていく。
それは，情報獲得・収集者が彼の課業を達成可能ならしめるための“知識• (knowledge) 
の収集に関する問題である。
要するに，直接必要とされる以上の知識の入手・選択を可能ならしめるということと，
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図3-(3)・1 パーソナルコンピュータの発達
(1,000人当たりの数）
250 214.7 
200 
150 
100 
50 
1983 1985 1987 , 
資料： Luthi, A., Schaller, T., Schweizer V., "/NFORMATIK-EINSATZ IN 
SCHWEIZER BETRJEBEN 1988", Fribourg, 1989. 
?
出所）〔1釘 p.447, Figure 5. 
図3-(3)・2 LANの導入状況
LANを導入していない
回答なし
｀ 
LANを
亡
導入している
2-3年以内にLAN導入の
計画・考えあり
資料：図3-(3)'.1に）同じ。
出所）〔1釘 p.447, Figure 6. 
一方，このような情報は，真に，中小企業にとって有意義な付加情報なのか，あるいは，
逆に，過剰情報なのか， という問題もまた生じてくるということなのである。このこと
を，問題指摘しておこう。
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図3-(3)・3 企業規模別パーソナルコンピュークの故障・ 不稼動など
(1,000人当たり）
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? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
100~499 500人以」・・
（従業者規模）
資料：図3-(3)・1に同じ。
出所）〔1釘 p.447, Figure 7. 
事実，プライトナーは，必要とされる情報を，課業によって限定している。すなわち，
過去の産物である帰納的な•ものなのか，あるいは，課業に含まれている目標の産物である
演繹的なものなのかということである。彼は． 中小企業においては，“経験”が主要な役
割を果たしているということに注目している。すなわち，新たなる計画に必要な情報は，往
々にして，演繹的分析方法によってではなく，“直観的• (intuitively)に入手されるもの
であるということを強調指摘しているのである。同様に，情報源の探索は，“体系的”にな
されるのではなく，ある“常識的手段．にしたがってなされる場合もあるというのである。
彼は，クラエスの研究（〔22〕）に依拠して，主要な潜在的情報源＝情報の入手先を，以
下のように挙げている。
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同業者
顧客•取引先
サプライヤー・供給者
展示会
雑誌•新聞
必要な情報の探索・入手先｛ 共同組合
コンサルタント・顧問
銀行
官庁
データバンク
大学・研究所
(〔1釘 p.447.) 
このような，中小企業が情報を探索・入手するための依存先については，すでにカナダ
の調査事例によって見てきたとおりであるが，西ドイツの場合もほぼ同様の結果が現れて
いる。さらに， 日本の中小企業の場合もこれらに類似しているということを，ここに強調
指摘しておこう。
さて，プライトナーは，「驚くべきことに，中小企業は，しばしばその内部情報において
さえ—たとえば，販売代理人たちに関しても一ー的確に活用していない」（〔1釘 p.447.) 
ということを問題指摘している。，この点で，彼自身の調査研究と他の公刊された調査研究
結果（たとえばクラエスの著書など）で示唆されているヒントなどとは調和していないと
いうことも述べている。
彼は，“情報獲得”の手掛かりは，情報の不足・欠如を示唆するものであるということ
を強調している。彼は，数多くの研究者や著者たちは情報が豊富に存在していると論じて
いるが，このような現象は，アメリカのバトラー教授たちが問題指摘しているように（〔23〕
p. 85.), ある意味においては“情報公害• (information pollution)でさえあると主張
し，企業家としては，現実に豊富に存在しているデータ＝粗資源の中から，彼の企業経営
計画・実行に向けて，必要とされる，特定にしてかつ適切・緻密・正確な情報がいかに欠
如しているかという問題を強調指摘しているのである。
この問題は，結局のところ，“情報の選択”という問題へと導かれるのである。
2)選択
プライトナー は，「情報は， 不適切なものから適切なものへ， 偶然・付随的なものから
重要なものへ，そして，漠然としたものから正確・精密なものへと分離して選択すること
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ができるものである」（〔1釘 p.448.)ということをまず強調している。そして， この選
択ということは，必要に応じて“手作り” (manually)かあるいは現代情報技術によって
行われるところであるが，この技術にしても，選択のための便宜を大いに改善してきてい
ると論じている。
しかしながら，彼はまた，その適用ということになるとあるジレンマーなしにはなされ
えないということも述べている。ある標準，ことに企業間相互のデータベースに関する標
準というものが根本的・必要条件であるからなのである。
ところが，この必要条件は，中小企業が要求している個別的な情報とは対照的なもので
ある。
ここにおいて，彼のいうところの“ジレンマー”が見られるのであるが，このジレンマ
ー解決のためには， 個性や自主性を主張している“企業家側”からの， はたまた，高度
に標準化された， “最適”にして完全解法に関する情報技術を有している“プロフェッシ
ョナル側”からの相互理解こそ必要なのである。
いうまでもなく，プライトナーもこの両者の意図しているトレンズとの間のコミュニケ
ーションは常に容易なものでないということを問題指摘している。
そこで，次に，“情報処理”の問題が生じてくるのである。
3)処理
まず，プライトナーは， 「情報に関するスペシアリストは， 情報技術や情報管理に対す
る“伝統的“な“電子データ処理組織• (Electronic Data Processing=EDP)からは一
歩前進してきているものである」（〔15)p. 448.)ということを強調している。と同時に，
規模的側面においてもまた価格の面でも，縮小され，安価になってきているので，ハード
ウエアパーフォーマンスも非常に増大してきていると述べている。つまり，パーソナルコ
ンピュータは，数多く現実に使用されているように，少なくともどの中小企業にとっても
物理的には事実入手しやすくなってきているということである。
今日，中小企業において経営管理手段として適用されうるところのものは，以下のよう
なものである。
投資算出（資本回収），環境変化などに関する危険分析， 企業の強弱度分析， ボートフ
オリオ分析，費用便益分析，ブレインストーミング23), ギャップ分析，顧客・市場などに
23)プレインストーミング＝「A.F.オズボーンの開発による創造的思考法の 1つで，数
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関する ABC分類，製品ライフサイクル調査，その他。
このように見てくると，いかに情報機器・手段が中小企業の間に普及しつつあるかとい
うことが理解される。日本の場合については，すでに脚注21)において若干見てきたとお
りであるが，プライトナーは，西ドイツにおける中小企業の例を挙げている（表3ー(3)・
1)。
この表によって見ると， EDPが最も用いられているのは費用便益分析面の31.3彩であ
り， 続いて投資算出面の29.5彩となっている。逆に， いまだ EDPを使用せずに対処し
ているのはブレインストーミングの面の63.4彩であるが，これは，非常に人間的な特徴に
依存する面でもあるので， EDPなどに頼ることも少ないということもまた伺えるところ
である。 EDPを伴ってブレインストーミングを行っている企業はわずか5.4彩である。西
ドイツの中小企業において EDPが普及しつつあるとしても，その実態は， いまだ EDP
表3-(3)・1 西ドイツにおける中小企業の情報処理方法
IEDPなしで IEDPをともj全
処 理なう 体
% 彩 ％ 
市場分析 56.3 24.1 80.4 
投資算出 42.0 29.5 71. 5 
危険分析 32.4 4.s・ 36.9 
ボートフォリオ分析 18.9 8.9 27.8 
トレンズの推測 22.5 1. 6 34.1 
類 推 22.5 5.4 27.9 
強弱度分析 55.9 8.9 64.8 
費用便益分析 51.4 31.3 82.7 
製品ライフサイクル分析 35.5 7.1 42.6 
ABC分析 23.2 17.9 41.1 
プレインストーミング 63.4 5.4 68.8 
ギャップ分析 13.4 3.6 17.0 
資料：Klaes, F., "lNFORMATIONSVERHALTEN KLEINER UND MITTLE-
RER UNTERNEHMER BEI STRATEGISCHEN ENTSCHEIDUNGEN", 
Frankfurt a.M./Bern/New York, 1986. 
出所）〔1釘 p.448, Table 4. 
人の集団による自由な討論によりアイデアを導き出させる方法」（長谷川啓之編「英
和・和英経済用語辞典」富士書房， 1980年5月， p.83.)。
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なしで処理しているものは平均値で36.45彩， EDPを用いて処理しているものは13.2彩
ということになる。
以上の観察をつうじて．プライトナーは．コンピュータの使用を経営手段として適用す
ることをいかにして奨励・推進しうるかということを強調して論じている。そして，彼
は，「このような問題は，もとより情報技術の問題へとバックして議論しなければならな
いところであるが」と述べ，いまだ中小企業家に関しては，ある面において，依然として
コンピュータの発展・普及などから残されたままの状態であるということも鋭く問題指摘
している。
それは．「1 異なったシステムなどにおける調和の欠如， 2 独自のコンサルタント
の欠如， 3 共済ラインの欠如. 4 特別仕立てのソフトウエアの欠如， 5 スッタフの
不承知・抵抗， 6 スッタフの資格の欠如」（〔お〕 p. 448.)などによるものである。
4)判断・解釈
次に，プライトナーは，情報の処理については，当然のことながら，情報資源が不完全
か，あるいは，センスが欠如しているような場合ほど，ある評価・判断・解釈を付け加え
るかして，それらに従わねばならないということ， つまり，情報処理に関しては，「たい
ていの場合，価値判断が必要である」（〔1釘 p.448.)ということを強調して論じている。
しかしながら， 以前では，“緊張”させられていたような， すべてが複雑で精巧なプロセ
スにおける価値判断が当然支払われなければならないのに， 当今では，企業家は， それ
を，簡単に“無視”しているということも，問題指摘している。
事実，企業家は，全体の情報処理を以前から取り扱ってきているので，そこでの決定と
いうことについては，自分自身を信頼しきっているということである。プライトナーは，
このようなことは， 「われわれ自身のビジネス上での経験においても見られることだが」
（〔栢〕 p. 449.)ということをもまた認めている。
しかしながら，たいていの場合，一旦，情報源が提供された場合，もちろん，その処理
が実現化される時には，判断・解釈はむしろ真剣に行われなければならないということ，
特に中小企業においてはそうあるべきであるということは，当然のことと言えよう。
そこで，情報および情報把握に対する“企業家の態度” という問題へと導かれると述
ベ，彼は論を展開している。
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(4) 情報問題に対する企業家の態度
まず，彼は，今日においてさえも情報問題に対する中小企業家の態度は全q種々様々で
あると述べ，以下の事柄を挙げている。
1 いまだ不承知のままで抵抗している人々。
その主たる理由ーー事実，見られているように，なすがままに“情報”に振り回され，
“気まぐれ"な行為 (freaks)の犠牲になり，企業家の権限・実力が縮小されてしまうと
いうことへの懸念・不快さ• おそれなど。
ここにいたっては，情報問題の解決は，次の世代の問題となってしまう。
2 一且は対応したが，それに失敗した人々。
彼らを，もう一度納得させることは出来ない。彼らの忍耐が余りにも短気過ぎるのか，
悪い結果へとトライしたのか，それとも，良くないアドバイザーを持っていたかなど。
3 取り残されない代わりに，多少受け身でも情報化の進展に従っている人々ーークー
ルな経営者。
4 情報分野において，彼ら自身がパイオニアであり，従業者・サプライヤー・アドバ
イザーたちにプッシュする人々。（〔お〕 p. 449.) 
プライトナーは，以上のような企業家の様々な態度はまた様々なバックグラウンドの機
能によるものであるとみなして，教育・ トレーニング，個人的関心，経験（自己および他
人の）などを挙げている。
しかしながら，それらはまた同様に，所与の機能でもあると述べている。
すなわち，情報問題に直面して，それに対処すべき企業家の態度も，彼の企業の置かれ
ている状況，あるいは企業を取り巻いている環境などの条件にもよるということである。
彼の論じているところを以下に見ておこう。
1 企業規模ー一企業規模が小・零細になればなるほど，単純に処理しうる情報に依存
しようとする傾向が見られるということ。
2 業界の状況—高利潤を上げてブームに乗っている産業・業界においては，情報の
プレッシャーは問題観決にとって良好なものであると感じているし，情報問題もまた弱い
ものであるということ。つまり，好況・ブームをエンジョイしているような企業において
は情報問題のプレッシャーなどはノープロブレムであり，また，情報問題に対してベター
な解決を講じうるような企業こそ高利潤を上げうるということなのである。
3 概念・思考と情報化投資~情報問題に対処すべき課題ないし概念などが明確化さ
れ，現代情報技術の導入が企業の意思決定者に，予算付けられて提示されるということ。
117 
11SO 闊西大學「紐清論集」第40巻第6号 (1991年3月）
つまり，現代情報技術の導入は課業を拡大化することではなく，その最適活用を意味する
ものなのである。このように，情報問題に対処するための課題，したがって，現代情報技
術の移転・導入に対する概念が納得しうるものであれば，それだけ一層，企業家一意思決
定者の態度も積極的になり．したがって．このようなシステムに支払う準備一情報化投資
などもまた一層高められるということなのである。（〔1釘 p.449.)_ 
それでは，現代情報技術の移転・導入の効果とは何であろうか。プライトナー自身は，
「コスト削減ではなく， 時間節減とデータ・情報の改善（必要に応じるさらなる・良好・
緊密）であると信じている」（〔15)p. 449.) ということを，まず強調指摘している。つ
まり，単なる“費用便益効果”にまさるところの“種々の便益効果”を期待しうるという
ことなのである。
彼は，このような中小企業部門全般にわたる積極的な便益効果を実証しているところの
最近の調査研究例を挙げている。
その1はアメリカの例である。それによると，生産性の上昇ーー29彩；情報に対する良
好にして迅速なアクセスーー25彩，顧客に対するサービスの改善—13彩，ペーパーワー
クの縮小—9%, 競争状態の改善―-996,その他の便益ーー12%となっており，スタ
ッフおよび間接コストの減少はわずか396にしか過ぎなかったということが注目されてい
る。
その2はオーストリアの例である。それは， EDPの使用決定のための基準に関する調
査研究であるが．それによれば，以下の三つの要素が顕著に示されたというのである。す
なわち， 1 データに関するより迅速な効用， 2 合理化効果， 3 管理の改善などであ
る。そして，このオーストリアの調査研究によってもスタッフの節減はほんのわずかで，
取るにたるものでなかったということ，つまり，アメリカの場合と同様の結果が示されて
いるということを強調している。（〔お〕 p. 449.) 
しかしながら，すでに見て来たように，中小企業の中には，ややもすれば，短絡的に，
目先の現実的効果ーたとえばコスト節減などーにとらわれ，長期的展望に立ったところの
経営合理化の手段であるとも言うべき情報技術への態度がいまだ消極的ないし否定的でさ
えある場合が見受けられるのも事実である。
もとより．プライトナーも． このような問題を看過することな<. 分析して論じてい
る。
すなわち，彼は，「情報技術への態度に関しては， この分野にいまだ入ろうとしない否
定的な理由が見受けられるのは真に興味深いことである」（〔1釘 p.449.) と述べ，彼自
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身の母国であるスイスでの調査研究結果を挙げている (4-i図）24)。
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プライトナーは，このようなスイスでの調査結果に見られる中小企業家の情報技術に対
する態度に関して， 「まず一般的に見られる単純な理由は“企業規模が小さ過ぎる” とい
うこと (65.3彩）であるが，これは単なる“見せかけ• (pretend)かあるいはそう“装っ
ている• (assume)だけであるとみなしうる」（〔1釘 p.450.) と手厳しく批判して問題
指摘している。
一方，人材および社会的側面から情報技術を使用しない理由は，
ぎなかったということ，このことには，注目すべきである。それは，彼も強調しているよ
中小企業においては， 労働者・従業者
わずかl.496にしか過
うに，やはり，「情報技術に関する人材的側面は，
図4-1 情報技術を使用しない理由
??
?
?
?
?
?
?
?
）?
?????
????ヽ~
????????????? ッ ??????????????????????????????
注）調査企業総数： 5,200。
資料：図3-(3)・1に同じ。
出所）〔1釘 p.449, Figure 8. 
24)ちなみに， 日本における当該問題に関する調査結果などを，以下に挙げておこう。
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付図3-5 情報機器導入のメリット
（％） 
100 
50 
? 6.3 5.3 3.0 マ念雰,,,,,,,,,,. 2.3 ． 
人在
員庫
?
?????
????????
の
?
注）複数回答のため合計は100を超える。
資料：闘中小企業調査協会「経営戦略実態調査」元年12月
出所）付図3-4に同じく， 226ページの第3-1-6図。
付図3-6 情報機器を導入しない理由
、?? ?? 、 ? ?
64.0 
1! 類のい
魔
資料：闘中小企業調査協会「経営戦略実態調査」元年12月
出所）付図3-4に同じく， 227ページの第3-1-8図。
?
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のみならず，企業経営者自身に影響を及ぼすということを否定しえない」（〔1釘p.450)25) 
からである。
彼は，「要するに，中小企業における情報技術の導入・使用のためのキーファクターは．
企業家のモチベーションである。このことは，中小企業外部の研究機関などによって提供
されたトレーニングをつうじて増大しうるものである」（〔1釘 p.450.) と強調指摘して
論を進め，そして，彼の当該問題に対する結論を導き出している。
(5) 外部支援者の役割
最後に，プライトナーは，情報問題に直面し，これに対応している中小企業を長年にわ
たって支援してきている機関などを挙げている。それらは， 共同組合・協会， 商工会議
付図3-7 情報機器導入の必要性を感じない理由
誓
20 
?
69.0 
????????????????????????????????????? ??
の
他
資料：閲中小企業調査協会「経営戦略実態調査」元年12月
出所）付図3-4に同じく， 227ページの第3-1-9図。
25)中小企業， ことにその従業者・熟練労働者たちが，革新的技術の導入は，彼ら旧クイ
プの労働者のレイオフ・失業をもたらすものとして，否定的であるということ，これ
に対して， 日本では，中小企業の労資関係もまた良好であり，これがまた， 日本の中
小企業，ひいては， 日本経済の発展をもたらしているとみなされていることについて
は，本小稿の脚柱16)で示したとおりである。興味ある見解として，ここに再び強調
しておこう。
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所．銀行・金融機関，公共機関，コンサルタント， トレーナー．ハードウエア生産者，ソ
フトウエア会社．大学，研究所，その他である。
彼は， •19g5年度スイス国際中小企業学会”において画期的に取り上げられた「情報化の
進展に伴う中小企業の対策課題」のトピックのもとで，すべての参加者がそれぞれの国に
おける当該問題に関する現状を披漉し．ディスカッションし，それらをつうじて，参加者
全員が等しく痛感したところの基本問題，ことに中小企業をサボートすべき立場・使命を
帯びているとも言うべき大学・研究者 (acadmics)の役割について的確にまとめあげた
ダンケルの結論を26)紹介することによって，彼自身の結論ともしている。
(1) われわれは，情報に関する必要性および情報テクノロジーの可能性を，中小企業家
たちに“納得• (convince)させるべきである。
(2) われわれは，中小企業家たちが必要とする事柄や正しい質問を提示する方法を，彼
らに“教授• (teach)すべきである。
(3) われわれは，圧倒的大多数の情報フローの処理，利用可能なデータから正当な選択
の達成，そして，その正確な判断の成就等に向けて， 中小企業家たちを“支援• (help) 
すべきである。
(4) われわれは，中小企業家たちに対して，われわれの理論的洞察力や研究・調査結果
を“平易な言葉で表現し直し• (translate), そして， 中小企業家たちに利用可能にすべ
きである。（〔1釘p.450. —〔訂〕 103~104ペー ジ）
26)なお．ダンケルは，彼個人のノートとして，非常にシンプルな数学的形式でこれらの
結論を表現している。
S=(IN)2+0R+AC 
成功＝（情報）X(情報サイト）＋組織＋活動
S=Success: 成功
(IN)2= (INfonnation) x (INsight) 
OR=ORganization : 組織
AC=ACtion: 活動
このようにして， ダンケルは，「情報が， まず最初に入ってくるということが理解
されうるのである I」と強調指摘する。つまり，彼は，中小企業存続• 発展のための
重要な基本的条件は，“情報”であるとの結論を導き出しているのである。（〔17)104 
ペー ジ）
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むすびにかえて
以上，プライトナー教授の最近の中小企業問題論について，若干見てきたが，彼の研究
•分析の意義について，以下，簡単に述べておこう。
ところで，中小企業の国民経済における存在意義・役割がいかに重要であるかというこ
とは， 日本をはじめ，欧米先進国および開発途上国，さらに，東欧・ソビエト・中国など
の社会主義国においても経済活性化の担い手一“バイタルマジョリティー”としてますま
す重要視されるにいたってき，したがって，その問題についても国民経済における産業構
造との関連でアプローチーされねばならないということが痛感されるにいたってきてい
る。
しかしながら，このような中小企業問題へのいわば本質的アプローチーは， 日本におい
て一早く行われてきているが， 開発途上国・東欧， あるいは，社会主義国などにおいて
は，中小企業そのものへの認識が今ようやく始まったばかりなので，それへのアプローチ
ーなどもいまだこの段階（構造的問題認識）にいたっていないと言えよう。一方，欧米先
進国，ことにヨーロッパにおいては，中小企業問題と言った場合，その主たる対象は，歴
史的・伝統的に高い社会的地位を保持してきたハンドベルクなどの存続，したがって，そ
の保護・育成などに終始してきた嫌いがないでもなかった。このような傾向は，かつての
スイス国際中小企業学会の研究発表などをつうじて多々見られたことだった。
このような研究態度・動向なども，近年の社会経済情勢および産業構造の高度化など，
ダイナミックな変貌—~ことに国際的観点に立った場合―との関連において，必然的
に，ある意味では質的にも高度化してきたとも言えよう。
さて，そこで，このような観点に立って中小企業問題にアプローチーしているヨーロッ
パでの研究・分析の代表的なものとして， プライトナーの最近の中小企業問題論を挙げ
て，見てきた。
彼の研究・分析の意義のその1は，以下のとおりである。
まず，中小企業がスイス国民経済においても重要な役割を担ってきており，ために，ス
イスにおいては特別の中小企業政策は存在しないとしても， 国家および地方行政をはじ
め，関連の指導・育成機関，大学・研究所などが種々の積極的な支援策を講じてきている
ということが紹介され，論じられているということである。
そして，このことは言うまでもないことであるが，中小企業存続•発展のための基本的
要因は，企業家，ことに小・零細規模にあっては，オーナーマネジャーのオ腕に委ねられ
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ているということ，したがって，問題もそれとの関連において生じてきていることなどが
明らかにされている。
ここに明らかにされ，問題指摘されている中小企業家・オーナーマネジャーの特徴・ 問
題｀点などは， 日本における場合とも類似しているということ以上に，すでに強調して述べ
てきたように，ヨーロッパにおいては，歴史的・伝統的な社会的地位を反映して，企業家
たちの経済的立独志向が強く，また同様に，従業者，ことに熟練労働者の企業における態
度なども時としては旧タイプであり，企業家ともども保守的でさえあるということなどの
側面が，実態に照らされ興味深く描かれている。
このようにして，欧米の中小企業研究者たちが，中小企業施策の中でも企業家・従業者
などの人材育成・教育・訓練・トレーニングの必要性を積極的かつ具体的に挙げているの
と同様に，プライトナーもまた，彼自身の研究所の存在意義・役割について，事例をとも
なってこれらの事柄を強調している。
次に，中小企業をめぐる環境変化の中でも技術革新と情報化の波が，いわば相乗効果を
高め，中小企業にインパクトを与えてきていることなどが，欧米，そして， 日本との比較
関連において分析されている。
さて，中小企業問題は，日本・欧米・スイスなどと，それぞれの国の社会経済・産業構
造上の特性などを反映して異なっている（各国の独自性）ということは当然であるとして
も，高度の現代資本主義社会の中で，ことに，中小企業に相対置しているところの大企業
との関連における競争問題や，相互補完・分業関係，さらには，産業組織・業種上での問
題など，いわば欧米・日本など先進国における共通性として指摘され，論じられている。
プライトナーの研究・分析の意義のその2は，以上のように，中小企業問題を国民経済
の産業構造上での問題として，しかも国際的視野に立って取り上げ，解明し，あるべき姿
としての企業の態度，そして，それを支援するところの施策などを論じているということ
と同時に， 中小企業問題研究・分析への基本的態度を示してくれているということであ
る。
すなわち，彼は，中小企業問題といういわば生身のダイナミックな対象にアプローチす
るため，国・地城・業種・規模・年代別などと，幅広く，かつ奥深く実態調査研究を行い，
また関連の実態調査との比較研究・分析などをつうじて，その整合性を重視している。
このことは，また，彼のこれまでの研究・ 分析をつうじて， うかがわれているところで
もある。もとより，このような研究を充実・可能ならしめているのは，彼が所長として勤
務しているスイス中小企業研究所の強みでもある。なお，彼は，この度，ソビエト・モス
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クワの“経済学アカデミー”と交流を始めたが，これは画期的な決断であり，今後一層，
幅広く，そして，奥深く中小企業問題を国際的観点から取り上げうるものとして期待され
るところである。
さらに，プライトナーの研究・分析は，先学のセオリーやドクトリンなどをはじめ，高
度の理論的・科学的手法に依拠し，それらを駆使している。彼は，このような理論・学説
と，実態・事例のどちらか一方の側に偏ることなく，それらを相互にフィードバックさせ
ながら，手堅く，彼の研究・分析を展開させている。これが，学際的研究の基本的姿勢で
あるということは，今さらここに改めて強調するまでもないことであるが。
プライトナーの最近の中小企業問題論がわれわれに与えてくれている功績の多大さを重
ねて強調して，筆を置くことにする。
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